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第150回 定時株主総会
招集ご通知

開催日時

平成28年６月28日（火曜日）午前10時

開催場所
広島県安芸郡府中町新地３番１号
当社本店講堂
末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。

株主総会に当日ご出席いただけない株主様

同封の議決権行使書のご返送又はインターネットにより
議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

行 使 期 限
平成28年６月27日（月曜日）午後５時45分

（議決権行使書は上記行使期限到着分まで）
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証券コード　7261
平成28年６月６日

株　主　各　位
広島県安芸郡府中町新地３番１号
マ ツ ダ 株 式 会 社
代表取締役社長 小 飼 雅 道

第150回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第150回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいます
ようお願い申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合には、書面又は電磁的方法（インターネット）により議決権
を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、次
頁の方法により、平成28年６月27日（月曜日）午後５時45分までに、議決権をご行使くださ
いますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１. 日 時 平成28年６月28日（火曜日）　午前10時

２. 場 所 広島県安芸郡府中町新地３番１号　当社本店講堂
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 １．第150期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報告、連結

計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第150期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案
第３号議案

取締役５名選任の件
取締役に対する株式報酬型ストックオプションの導入及び具体的な内容決定の件

－ 1 －

狭義招集
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議決権行使のご案内

■ 書面による議決権行使の場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、平成28年６月27日（月
曜日）午後５時45分までに到着するようご返送ください。

■ インターネットによる議決権行使の場合
当社指定のインターネット議決権行使ウェブサイト（http://www.

ウ ェ ブ 行 使
web54.net）にア

クセスしていただき、平成28年６月27日（月曜日）午後５時45分までに、議決権を
ご行使ください（詳細につきましては、次頁の「インターネットによる議決権行使に
ついて」をご確認ください）。

　なお、書面とインターネットによる方法と重複して議決権を行使された場合は、インターネットによ
る議決権行使を有効なものといたします。

以　上

１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、資源節約のた
め、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。

２．株主様ではない代理人及び同伴の方など株主様以外の方は、株主総会にご出席いただけません。
３．議決権を不統一行使される場合には、株主総会の日の３日前までに、書面をもって、議決権の不統一行使を行

う旨とその理由をご通知くださいますようお願い申しあげます。
４．次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.mazda.com/ja/investors/）に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載し
ておりません。
①　事業報告の「会計監査人の状況」及び「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制その他企業集団における業務の適正を確保するための体制の整備に関する取締役会決議及び運
用状況の概要」

②　連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
③　計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」

したがって、本招集ご通知の添付書類は、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査をした連結計算
書類及び計算書類の一部であり、また、監査役及び監査役会が監査報告を作成するに際して監査をした事業報
告、連結計算書類及び計算書類の一部であります。

５．株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類の内容について修正をすべき事情が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.mazda.com/ja/investors/）に掲載させていただきます。

－ 2 －

狭義招集
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インターネットによる議決権行使について

１．インターネットをご利用される皆様へ
パソコン、スマートフォン又は携帯電話から以下の議決権行使ウェブサイトにアクセスのうえ、同封の議
決権行使書用紙右片に記載の「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用になり、平成28年６月27
日（月曜日）午後５時45分までに、画面の案内に沿って議決権をご行使ください。

議決権行使ウェブサイト http://www.
ウ
w

ェ
e

ブ
b

行
5

使
4.net

※ 携帯電話の場合、議決権行使書用紙右片に記載の「ＱＲコード®」を読み取ってアクセスいただくことも可能です。
（ＱＲコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）

⑴　複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
・書面とインターネットによる方法と重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使

を有効なものといたします。
・インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使とさせ

ていただきます。
⑵　インターネットによる議決権行使のためのシステム環境
■ パソコン・スマートフォンをご使用の場合
・ウェブブラウザ及び同アドインツール等で「ポップアップブロック」機能を有効とされている場合、同機能

を解除（又は一時解除）するとともに、プライバシーに関する設定において、当サイトでの「Cookie」使用
を許可するようにしてください。

・上記サイトにより接続できない場合、ファイアウォール・プロキシーサーバ及びセキュリティ対策ソフト等の設
定により、インターネットとの通信が制限されている場合が考えられますので、その設定内容をご確認くださ
い。

■ 携帯電話をご使用の場合
・以下のサービスのいずれかが利用可能であり、128bit SSL暗号化通信が可能な携帯電話をご使用ください。

①ｉモード、②EZweb、③Yahoo!ケータイ
（ iモードは株式会社NTTドコモ、EZwebはKDDI株式会社、Yahoo!は米国Yahoo! Incorporated、Yahoo!ケータイは
ソフトバンク株式会社の商標、登録商標又はサービス名です。）

⑶　議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金（接続料金等）は、株主様
のご負担となります。

⑷　インターネットによる議決権行使に関してご不明な点につきましては、以下にお問合せください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル
0120－652－031（午前９時～午後９時）

２．機関投資家の皆様へ
機関投資家の皆様は、株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームのご利用を事前に申し
込まれた場合には、当該プラットフォームにより議決権をご行使いただけます。

－ 3 －

インターネット議決権について
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株主総会参考書類
第1号議案  剰余金の処分の件

　当社は、配当につきましては、当期の業績及び経営環境並びに財務状況等を勘案して決定するこ
とを方針とし、安定的な配当の実現と着実な向上に努めることとしております。
　当社は、当期を最終年度とする「構造改革プラン」の下で構造改革を強力に推進し、将来に向け
た成長投資を継続しつつ、安定した収益構造の構築に向けて取り組んでまいりました。
　当期の期末配当金につきましては、将来の更なる成長に向けた研究開発や設備投資等の継続、販
売や為替変動等の経営環境、財務状況等を総合的に勘案し、１株につき金15円とさせていただきた
いと存じます。
　なお、中間配当金として１株につき金15円をお支払いいたしておりますので、当期の年間配当金
は１株につき金30円となります。

期末配当に関する事項

⑴　配当財産の種類
金銭

⑵　株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金15円　総額 8,967,364,890円

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
平成28年６月29日

－ 4 －

剰余金処分議案



2016/05/24 17:23:08 / 15175497_マツダ株式会社_招集通知（Ｃ）

第2号議案  取締役5名選任の件

　本株主総会終結の時をもって、取締役 金井誠太、小飼雅道、丸本　明の３氏が任期満了となりま
す。つきましては、経営体制の強化のため取締役を２名増員して、取締役５名の選任をお願いする
ものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

1

か な

金
 

　
い

井
 

　
せ い

誠
 

　
た

太
昭和25年1月17日生

再 任

[所有する当社株式の数]
9,231株

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

昭和49年10月 当社入社
平成15年 6 月 当社 執行役員　車両コンポーネント開発本部長、商品開発担当

補佐
平成18年 6 月 当社 取締役専務執行役員　研究開発担当
平成19年 4 月 当社 取締役専務執行役員　研究開発担当、

株式会社マツダE&T 代表取締役社長
平成23年 4 月 当社 取締役副社長執行役員　社長補佐、技術領域・品質統括、

モノ造り推進・R&Dリエゾン室担当
平成23年 6 月 当社 代表取締役副社長執行役員　社長補佐、技術領域・品質統

括、モノ造り推進・R&Dリエゾン室担当
平成25年 6 月 当社 代表取締役副会長
平成26年 6 月 当社 代表取締役会長

現在に至る
[重要な兼職の状況]　公益財団法人マツダ財団 理事長

■取締役候補者とした理由
金井誠太氏は、主に研究・開発領域における豊富な職務経験に加え、代表取締役副社長を務
めるなど経営に関する豊富な知見を有するとともに、人格、識見ともに優れています。ま
た、会長就任以降、取締役会議長として当社のコーポレートガバナンスをリードしてまいり
ました。これらの知見と実績等を踏まえ、取締役会の意思決定及び監督機能の一層の強化へ
の貢献を期待し、取締役として選任をお願いするものです。

（注）金井誠太氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

－ 5 －

取締役選任議案（写真明るめ）
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候補者
番　号

2

こ

小
 

　
が い

飼
 

　
ま さ

雅
 

　
み ち

道
昭和29年8月24日生

再 任

[所有する当社株式の数]
5,300株

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

昭和52年 4 月 当社入社
平成16年 6 月 当社 執行役員　防府工場長
平成18年 4 月 当社 執行役員　オートアライアンス（タイランド）Co., Ltd.社長
平成20年 4 月 当社 常務執行役員　生産・物流担当補佐、コスト革新担当補

佐、技術本部長
平成22年 4 月 当社 専務執行役員　生産・物流・ITソリューション担当、コス

ト革新担当補佐、研究開発担当補佐
平成22年 6 月 当社 取締役専務執行役員　生産・物流・ITソリューション担

当、コスト革新担当補佐、研究開発担当補佐
平成25年 6 月 当社 代表取締役社長兼CEO（最高経営責任者）

現在に至る

■取締役候補者とした理由
小飼雅道氏は、主に生産・物流領域における豊富な職務経験に加え、現在は代表取締役社長
兼CEOを務めるなど経営に関する豊富な知見を有するとともに、人格、識見ともに優れて
います。また、社長就任以降、「構造改革プラン」の推進にあたり力強いリーダーシップで
全社を牽引し、業績回復、強固な財務基盤の構築を進めてまいりました。これらの知見と実
績等を踏まえ、取締役会の意思決定及び監督機能の一層の強化への貢献を期待し、取締役と
して選任をお願いするものです。

（注）小飼雅道氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

－ 6 －

取締役選任議案（写真明るめ）
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候補者
番　号

3

ま る

丸
 

　
も と

本
 

　
 

　
 

　
あきら

明
昭和32年8月18日生

再 任

[所有する当社株式の数]
7,900株

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

昭和55年 4 月 当社入社
平成 9 年 6 月 当社 主査本部主査
平成11年 6 月 当社 取締役　品質担当補佐、商品品質本部長
平成14年 6 月 当社 執行役員　欧州開発・生産担当
平成18年 4 月 当社 常務執行役員　商品企画・プログラム開発推進担当
平成22年 4 月 当社 専務執行役員　経営企画・商品戦略・商品収益管理担当、

コスト革新担当補佐
平成22年 6 月 当社 取締役専務執行役員　経営企画・商品戦略・商品収益管理

担当、コスト革新担当補佐
平成25年 6 月 当社 代表取締役副社長執行役員　社長補佐、米州事業・企画領

域統括
現在に至る

■取締役候補者とした理由
丸本　明氏は、主に商品戦略・経営企画領域における豊富な職務経験に加え、現在は代表取
締役副社長を務めるなど経営に関する豊富な知見を有するとともに、人格、識見ともに優れ
ています。また、副社長就任以降、「構造改革プラン」の推進にあたり副社長の立場から全
社を統括し、業績回復、強固な財務基盤の構築を進めてまいりました。これらの知見と実績
等を踏まえ、取締役会の意思決定及び監督機能の一層の強化への貢献を期待し、取締役とし
て選任をお願いするものです。

（注）丸本　明氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

－ 7 －

取締役選任議案（写真明るめ）
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候補者
番　号

4

しょう

菖
ぶ

蒲
だ

田
 

　
き よ

清
 

　
た か

孝
昭和34年4月11日生

新 任

[所有する当社株式の数]
6,100株

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

昭和57年 3 月 当社入社
平成18年 4 月 当社 防府工場副工場長
平成20年11月 当社 執行役員　オートアライアンス（タイランド）Co., Ltd.社長
平成22年 4 月 当社 執行役員　技術本部長
平成25年 6 月 当社 常務執行役員　グローバル生産・グローバル物流担当、技

術本部長
平成28年 4 月 当社 専務執行役員　品質・ブランド推進・生産・物流統括

現在に至る

■取締役候補者とした理由
菖蒲田清孝氏は、主に生産・物流・品質等の領域における国内外での豊富な職務経験と高い
能力を有するとともに、人格、識見ともに優れていることから、取締役会の意思決定及び監
督機能の一層の強化への貢献を期待し、取締役として選任をお願いするものです。

（注）菖蒲田清孝氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

－ 8 －
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候補者
番　号

5

ふ じ

藤
 

　
わ ら

原
 

　
き よ

清
 

　
し

志
昭和35年3月15日生

新 任

[所有する当社株式の数]
5,100株

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

昭和57年 3 月 当社入社
平成15年 3 月 マツダモーターヨーロッパGmbH 副社長
平成17年 6 月 当社 商品企画ビジネス戦略本部長
平成20年11月 当社 執行役員　パワートレイン開発本部長
平成25年 6 月 当社 常務執行役員　ビジネス戦略・商品・デザイン・コスト革

新担当
平成27年 4 月 当社 常務執行役員　研究開発・コスト革新担当、R&Dリエゾン

室長、株式会社マツダE&T 代表取締役社長
平成28年 4 月 当社 専務執行役員　研究開発・MDI統括、コスト革新担当

現在に至る

■取締役候補者とした理由
藤原清志氏は、主に商品・研究開発領域における国内外での豊富な職務経験と高い能力を有
するとともに、人格、識見ともに優れていることから、取締役会の意思決定及び監督機能の
一層の強化への貢献を期待し、取締役として選任をお願いするものです。

（注）藤原清志氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

－ 9 －
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第3号議案  取締役に対する株式報酬型ストックオプションの導入及び具体的な
 内容決定の件

　当社の取締役（社外取締役を除く。）の報酬は、基本報酬及び業績連動型報酬により構成されて
おりますが、今般、新たに中長期の業績に連動した報酬として、取締役（社外取締役を除く。）に
対し、平成19年６月26日開催の当社第141回定時株主総会において決議をいただいた取締役の報酬
等の額（年額12億円以内。ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）の範囲内で、
ストックオプションとしての新株予約権を、下記のとおり割り当てることといたしたいと存じます。

　本件ストックオプションは、株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、株価上昇及び
中長期的な企業価値向上への貢献意欲を従来以上に高めることを目的としており、本件ストックオ
プションに関する報酬等の額は、当社における取締役の貢献度等を勘案して算定し、決定すること
から、その内容は相当なものであると考えております。

　本件ストックオプションは、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式
１株当たりの行使価額を１円とする「株式報酬型ストックオプション」であります。新株予約権の
割当てに際しては、公正価額を基準として定める払込金額の払込みに代えて、本議案によるストック
オプションとしての新株予約権に関する報酬等に基づく取締役（社外取締役を除く。）の報酬債権
をもって相殺する方法により払込みがなされることを予定しております。

　なお、支給時期、配分等につきましては、取締役会にご一任願いたいと存じます。また、現在の
取締役は８名（うち社外取締役２名）であり、第２号議案のご承認が得られますと、取締役は10名
（うち社外取締役２名）となります。

記

当社の取締役（社外取締役を除く。）に対するストックオプションとしての新株予約権の具体的な
内容及び数の上限

① 新株予約権の目的である株式の種類及び数
　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数
（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、本議案の決議の日（以下「決議日」

－ 10 －
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という。）以降、当社が、当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以
下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の
調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割又は株式併合の比率

　また、上記のほか、決議日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準
じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整
することができる。

② 新株予約権の総数
　各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以内の日に、取締役（社外取締役を除く。）に対
して割り当てる新株予約権の個数は、2,000個を上限とする。

③ 新株予約権の払込金額
　新株予約権１個当たりの払込金額は、新株予約権の割当てに際してブラック・ショールズ・モ
デル等の公正な算定方式により算定された新株予約権の公正価額を基準として当社取締役会に
おいて定める額とする。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することによ
り交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数を乗じた
金額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間
　新株予約権を割り当てる日の翌日から30年以内の範囲で、当社取締役会において定める。

⑥ 譲渡による新株予約権の取得の制限
　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。

－ 11 －
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⑦ 新株予約権の行使の条件
　新株予約権の割当てを受けた者は、当社の取締役、執行役員及び監査役のいずれの地位をも喪
失した日の翌日以降、新株予約権を行使できるものとする。その他の新株予約権の行使の条件に
ついては、当社取締役会において定める。

（ご参考）
　当社は、本株主総会終結の時以降、上記の新株予約権と同内容の新株予約権を、当社の執行役員
に対し、発行する予定であります。

以　上

－ 12 －
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（添付書類）
事業報告（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及びその成果
　当連結会計年度の当企業集団を取り巻く事業環境は、先進国を中心に景気の回復が進んだことから、
全体的には緩やかな改善基調となりました。海外では、中国をはじめとした新興国経済の成長が鈍化
したものの、米国経済は個人消費の増加などにより好調に推移し、欧州においても金融緩和政策など
により緩やかな回復が続きました。国内は、新興国経済の減速による影響が見られたものの、企業収
益の改善などにより、総じて緩やかな景気回復となりました。しかしながら、新興国経済の減速や年
初以降で為替相場が円高に推移するなど、先行きは不透明な状況となっております。
　このような状況の中、当企業集団は、新世代技術「SKYACTIV TECHNOLOGY（スカイアクティ
ブ テクノロジー）」（以下「SKYACTIV技術」という。）を梃子にした構造改革を推進し、マツダら
しい魅力ある商品とサービスの提供を通じたブランド価値の向上に取り組んでまいりました。本年３
月には、新型「マツダ ロードスター（海外名：Mazda MX-5）」が、「2015-16日本カー・オブ・
ザ・イヤー」の受賞に続き、「2016ワールド・カー・オブ・ザ・イヤー」と「2016ワールド・カー・
デザイン・オブ・ザ・イヤー」をダブル受賞するなど、「SKYACTIV技術」とデザインテーマ「魂動
（こどう）-Soul of Motion」を採用した新世代商品群は、グローバルで高い評価をいただいており
ます。当企業集団は、すべてのお客様にマツダブランドの提供価値である「走る歓び」と「優れた環
境・安全性能」をお届けするとともに、着実な台数成長を図ってまいります。

　商品面では、新世代商品の第６弾となる新型「ロードスター」を国内より順次グローバルに導入い
たしました。新型「ロードスター」は、大幅な軽量化や理想的なドライビングポジションの実現など、
人がクルマを楽しむ感覚の深化に徹底的に取り組み、「人馬一体」の楽しさを追究した後輪駆動（FR）
の２シーターライトウェイトオープンスポーツカーです。新型「ロードスター」は、国内外で30を超
える賞を受賞するなど、高い評価をいただいております。
　海外市場では、新型ピックアップトラック「マツダ BT-50」の販売をタイ及びオーストラリア市場
より開始いたしました。新型「BT-50」は、従来モデルの高い実用性や走る歓びを実現したダイナミ
ックな性能を継承しながらも、スポーティで力強い存在感を放つスタイリングへと進化しました。さ
らに、昨年11月には、新型３列ミッドサイズクロスオーバーSUV「マツダ CX-9」を公開し、本年２
月より広島の本社工場で生産を開始いたしました。新型「CX-9」は、新世代商品群のハイエンドモデ
ルとして、機能やスペックを超えた上質な心地よさをお客様にお届けします。
　販売面では、「SKYACTIV技術」搭載車を各セグメントに順次導入し、グローバルでの販売強化に

－ 13 －
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取り組んでまいりました。常にあるべき理想の姿を追い求め、モデルチェンジなどのタイミングにと
らわれず、各モデルの熟成、深化を図ることにより、ショールームには常に最新のデザイン・技術を
搭載したモデルをラインアップし、多様化するお客様のニーズにあった商品を提供してまいりました。
また、正価販売方針をグローバルに展開し、実売価格の向上や車両残価の改善に取り組んでおります。
　国内では、お客様の利便性向上とすべてのお客様にマツダらしいブランド体験をお届けするため、
全国の販売系列全店ですべてのマツダ車を取り扱う体制を整えるとともに、「マツダ営業方式」の導
入や「新世代店舗」の展開を行うなど、販売体制の強化に取り組んでまいりました。また、本年１月
には、マツダブランドをより身近に感じていただくことを目的とするマツダ直営のショールーム「マ
ツダブランドスペース大阪」をオープンいたしました。今後も、お客様との様々な接点を通じて、お
客様との特別な絆を築いていくとともに、ブランド価値の向上に取り組んでまいります。
　研究開発領域では、新たに2.5L直噴ガソリンターボエンジン「SKYACTIV-G 2.5T」を開発いたし
ました。「SKYACTIV-G 2.5T」は、運転条件に応じて排気の脈動状態を変化させる世界初の機構を
持った「ダイナミック・プレッシャー・ターボ」と、理論空燃比領域を拡大する「クールドEGR
（Exhaust Gas Recirculation）」の活用などにより、圧倒的な中低速トルクと優れた実用燃費を両
立する、「SKYACTIV-G」シリーズの最上位エンジンです。「SKYACTIV-G 2.5T」は、新型「CX-9」
に搭載して市場に導入する予定となっております。
　また、「カラーも造形の一部」という思想の下、デザインテーマ「魂動」の造形美を際立たせるボ
ディカラー「マシーングレー」を開発いたしました。「マシーングレー」は、魂動デザインを象徴す
るボディカラー「ソウルレッド」に続いてマツダが導入する特別塗装色であり、「機械の持つ精緻な
美しさの追求」をテーマに、力強い陰影のコントラストと表面の緻密さを高次元で両立することで、
あたかも鉄のインゴットから削り出したかのようなリアルな金属質感を実現しております。「マシー
ングレー」は、新型「CX-9」をはじめ、幅広い車種に展開します。
　そのほか、ロータリーエンジン（RE）の研究開発も継続しております。昨年10月には、マツダの
「飽くなき挑戦」を象徴するREを搭載したスポーツカーのコンセプトモデル「Mazda RX-VISION」
を公開いたしました。
　生産面では、昨年11月に、新世代商品の世界累計生産台数が300万台を突破いたしました。平成23
年11月に広島の本社工場で「マツダ CX-5」の生産を開始して以来、約４年での達成となります。当
累計台数には、「CX-5」のほか、それ以降に生産が開始された「マツダ アテンザ（海外名：
Mazda6）」、「マツダ アクセラ（海外名：Mazda3）」、「マツダ デミオ（海外名：Mazda2）」、
「マツダ CX-3」、新型「ロードスター」が含まれており、新型「CX-9」を加えたこれらの新世代商
品は、日本の広島と防府、タイ、中国、メキシコで生産を行っているほか、ロシア、ベトナム、マレ
ーシアで現地組み立てを行っております。

－ 14 －
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　また、「構造改革プラン」の主要施策の一つとして掲げた「グローバル生産体制の再構築」を着実
に進めてまいりました。タイでは、昨年10月より、「SKYACTIVエンジン」の量産を開始するととも
に、グローバルに成長を続けるコンパクトSUV市場において、商品をタイムリーかつ安定的に供給す
る体制を確立するため、「CX-3」の生産を開始いたしました。タイは、当企業集団にとって海外初とな
る車両、エンジン、トランスミッションの一貫生産を行う重要拠点となっております。今後も、最高生
産効率を追求し、主要生産拠点の稼働率を最大化することにより、台数成長をサポートしていきます。

　当期のグローバル販売台数は、各市場での販売が本格化した「CX-3」や、引き続き販売が好調な
「CX-5」の寄与などにより、前期比9.8％増の1,534千台となりました。
　市場別の販売台数は、国内は、需要が前期を下回る中、「デミオ」の販売が堅調に推移したことに
加え、「CX-3」や新型「ロードスター」が販売を牽引したことにより、前期比3.5%増の232千台と
なりました。北米は、米国において、好調な販売が続く「CX-5」の商品改良モデルに加えて、「CX-3」
や新型「MX-5」による台数貢献により販売が順調に推移したほか、メキシコにおいても、「Mazda2」
や「Mazda3」の販売が増加したことにより、全体で前期比3.0％増の438千台となりました。欧州
は、販売が本格化した「CX-3」や好調な販売が続く「Mazda2」などにより、前期比12.0％増の257
千台となりました。国別では、ロシアで需要縮小の影響があったものの、主要国であるドイツや英国
を中心に市場の伸びを大きく上回る販売となりました。中国は、政府の小型車減税政策により、
「Mazda3」の販売が高い伸びを示したほか、「CX-5」の商品改良モデルや「Mazda6」も好調な販
売を維持するなど、前期比9.5％増の235千台となりました。その他の市場は、主要市場であるオー
ストラリアでは、「CX-3」や新型「MX-5」の寄与により台数・シェア共に前年を上回る販売となり
ました。また、ASEAN市場では、タイやベトナムなどで販売が大きく増加したほか、その他の新興国
市場でも、サウジアラビアやコロンビアなどで過去最高の販売を記録したことから、その他の市場全
体で前期比22.6％増の372千台となりました。

　当期の当企業集団の連結業績は、売上高は、「SKYACTIV技術」搭載車のグローバルでの販売拡大
により、3兆4,066億円（前期比3,727億円増、12.3％増）となりました。営業利益は、出荷台数の
増加や「モノ造り革新」による継続的なコスト改善等により2,268億円（前期比239億円増、11.8％
増）、経常利益は2,236億円（前期比110億円増、5.2％増）となりましたが、親会社株主に帰属する
当期純利益は、製品保証引当金繰入額を一部特別損失に計上したことなどにより、1,344億円（前期
比244億円減、15.4％減）となりました。
　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益1,670億円等により、2,628億円
の増加（前期は2,045億円の増加）となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定
資産の取得による支出789億円等により、1,081億円の減少（前期は955億円の減少）となりました。

－ 15 －
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これらの結果、連結フリー・キャッシュ・フロー（営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動に
よるキャッシュ・フローの合計）は、1,547億円の増加（前期は1,089億円の増加）となりました。
また、財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済や配当金の支払等により、941億円の減
少（前期は628億円の減少）となりました。
　有利子負債から現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高を除いた純有利子負債は、484億円と
なり、純有利子負債自己資本比率は5.1％となりました。

　当期の期末配当金につきましては、当期の業績及び経営環境並びに財務状況等を勘案し、１株につ
き15円の期末配当の実施を株主総会にお諮りさせていただくこととしました。これにより、当期の年
間配当金は、１株につき30円となります。

企業集団の売上高の内訳

区　　　　分
国　　　　内 海　　　　外 合　　　　計

台　数 金　額 台　数 金　額 台　数 金　額
台 百万円 台 百万円 台 百万円

車 両 227,563 440,484 1,079,164 2,421,027 1,306,727 2,861,511
海 外 生 産 用 部 品 ― ― ― 64,403 ― 64,403
部 品 ― 44,455 ― 199,782 ― 244,237
そ の 他 ― 175,996 ― 60,456 ― 236,452
合 計 ― 660,935 ― 2,745,668 ― 3,406,603

（注）出荷台数には、他社ブランドで販売される車両の台数を含めておりません。

当社の売上高の内訳

区　　　　分
国　　　　内 輸　　　　出 合　　　　計

台　数 金　額 台　数 金　額 台　数 金　額
台 百万円 台 百万円 台 百万円

車 両 232,172 403,685 1,031,794 1,895,185 1,263,966 2,298,870
海 外 生 産 用 部 品 ― ― ― 110,367 ― 110,367
部 品 ― 56,195 ― 86,718 ― 142,913
そ の 他 ― 7,939 ― 46,438 ― 54,377
合 計 ― 467,819 ― 2,138,708 ― 2,606,527
（注）出荷台数には、他社ブランドで販売される車両の台数を含めておりません。

－ 16 －
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⑵　設備投資の状況
　新世代商品、環境・安全技術、グローバル生産体制再構築のためのメキシコ工場やタイのトランス
ミッション及びエンジンを生産する新工場への投資など、将来の更なる成長に向けた重点投資を効率
的に実施した結果、投資総額は連結ベースで892億円（前期は1,310億円）となりました。

⑶　資金調達の状況
　当期中に171億円の長期借入を実行いたしました。

⑷　対処すべき課題
「構造改革ステージ２」　（平成29年３月期～平成31年３月期）
　当企業集団は、平成24年２月、厳しい外部環境への対応と将来の成長を確実にするため、「構造改
革プラン」を策定し、「SKYACTIV技術」を梃子にした構造改革を強力に推進してまいりました。将
来に向けた成長投資を行いながら、商品・販売・生産・アライアンスなどの各領域における主要施策
が大きく進捗するなど、安定した収益構造の実現に向けて一定の成果を上げております。しかしなが
ら、これらの領域において依然として更なる改善の余地があることから、「構造改革プラン」の主要
施策を一層強化していく必要があります。
　そこで、将来の更なる成長に向け、ビジネスの質的成長を図り、ブランド価値の向上を加速するた
め、平成29年３月期をスタートとする中期経営計画「構造改革ステージ２」を策定いたしました。
　最終年度となる平成31年3月期の経営指標は以下のとおりです。

平成31年３月期 経営指標の見通し
・ グローバル販売台数 165万台
・ ROS（連結売上高営業利益率） 7％以上
・ 自己資本比率 45％以上
・ 配当性向 20％以上

（前提為替レート：１米ドル120円、１ユーロ130円）

　「構造改革ステージ２」の主要施策は、以下のとおりです。

１．商品・開発
　「走る歓び」と「優れた環境・安全性能」を提供する新型車を、引き続き「構造改革ステージ２」
期間中においても投入いたします。また、最新のデザイン・技術を「商品改良モデル」に搭載し、
新世代商品群の継続進化を図るほか、グローバルで需要が高まりつつあるクロスオーバー系車種の

－ 17 －
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ラインアップ拡充により、台数成長と収益性向上の両立を図ります。次世代商品に向けた技術開発で
は、今後さらに厳しくなる各国の環境等の規制対応も含め、環境・安全対応に重点を置いて進めてま
いります。

２．グローバル販売・ネットワーク強化
　「SKYACTIV技術」搭載車のフルラインアップにより、販売強化を図ります。また、引き続き正価
販売方針のグローバルでの展開・浸透を図り、実売価格や車両残価を改善することでリテンション（再
購入率）を向上させていきます。さらに、カスタマーケアやお客様のブランド体験向上に重点を置い
た現場改革を推進し、お客様と特別な絆でつながるブランドを目指して取り組んでまいります。

３．グローバル生産・コスト改善
　国内で培った「モノ造り革新」をグローバルの全拠点に展開し、コスト改善を加速させていきます。
また、高い評価を獲得している「SKYACTIV技術」搭載車の販売増に対応するため、主要生産拠点の
生産効率を最大化するとともに、拠点間の相互補完をグローバルで可能にする生産や車種間の生産フ
レキシビリティの拡大を図り、165万台に向けた台数成長をサポートします。

４．財務基盤強化と株主還元
　着実な台数成長とビジネスの質的成長によるブランド価値の向上により、安定的な利益とキャッシュ・
フローを創出し、自己資本の充実など、財務基盤の強化を図ってまいります。株主還元については、
当期の業績及び経営環境並びに財務状況等を勘案して決定することを基本とし、安定的な配当の実現
とともに、財務基盤の強化にあわせ、着実な配当性向の改善を図ってまいります。

　当社は「構造改革ステージ２」に掲げる施策を着実に実施し、ブランド価値に焦点を当てた経営を
推進してまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

－ 18 －
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⑸　財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

項　　　　目 第147期
(平成24年４月～平成25年３月)

第148期
(平成25年４月～平成26年３月)

第149期
(平成26年４月～平成27年３月)

第150期(当期)
(平成27年４月～平成28年３月)

売 上 高 (百万円) 2,205,270 2,692,238 3,033,899 3,406,603

経 常 利 益 (百万円) 33,087 140,651 212,566 223,563
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 (百万円) 34,304 135,699 158,808 134,419

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 11円48銭 45円40銭 265円64銭 224円85銭

総 資 産 (百万円) 1,978,567 2,246,036 2,473,287 2,548,401

純 資 産 (百万円) 513,226 676,837 891,326 976,723

１ 株 当 た り 純 資 産 166円04銭 221円04銭 1,454円61銭 1,595円83銭

（注）１．第147期、第148期及び第149期は、台数・車種構成の改善やコスト改善などにより、増収増益となり
ました。第150期は、「⑴事業の経過及びその成果」に記載のとおりです。

２．第149期の１株当たり当期純利益については、平成26年８月１日付で普通株式５株を１株の割合で株式
併合を行ったことを踏まえ、期首に当該株式併合が行われたと仮定して算定しています。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等の適用により、当連結
会計年度より「当期純利益」の科目表示を「親会社株主に帰属する当期純利益」に変更しております。

②　当社の財産及び損益の状況

項　　　　目 第147期
(平成24年４月～平成25年３月)

第148期
(平成25年４月～平成26年３月)

第149期
(平成26年４月～平成27年３月)

第150期(当期)
(平成27年４月～平成28年３月)

売 上 高 (百万円) 1,694,765 2,057,014 2,334,421 2,606,527

経 常 利 益 (百万円) 48,443 148,818 123,255 148,085

当 期 純 利 益 (百万円) 11,107 166,009 106,168 100,626

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 3円72銭 55円54銭 177円59銭 168円32銭

総 資 産 (百万円) 1,781,185 1,797,190 1,890,780 1,951,457

純 資 産 (百万円) 498,145 678,265 792,849 882,341

１ 株 当 た り 純 資 産 166円65銭 226円91銭 1,326円22銭 1,475円92銭
　(注)　第149期の１株当たり当期純利益については、平成26年８月１日付で普通株式５株を１株の割合で株式併合

を行ったことを踏まえ、期首に当該株式併合が行われたと仮定して算定しています。

－ 19 －
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⑹　主要な事業内容（平成28年３月31日現在）
　当企業集団は、下記商品の製造、販売を主たる事業内容としています。

区　　　分 主　　要　　な　　商　　品　　名

車 両

〔乗　　用　　車〕
アテンザ、ロードスター、アクセラ、ＭＰＶ、ＣＸ－９、ＣＸ－５、ＣＸ－４、
ＣＸ－３、プレマシー、ビアンテ、ＶＸ－１、デミオ、キャロル、フレア、
フレアワゴン、フレアクロスオーバー、スクラムワゴン

〔ト　ラ　ッ　ク〕
タイタン、ＢＴ－50、ボンゴバン、ボンゴトラック、ファミリアバン、スクラムバン、
スクラムトラック

海 外 生 産 用 部 品 海外生産向け組立用部品
部 品 国内及び海外向け各種部品
そ の 他 鋳造用・その他の材料等

⑺　主要な営業所及び工場（平成28年３月31日現在）
①　当社

名　　　　　　　　　称 所　　在　　地
本社及び本社工場 広島県安芸郡府中町
東京本社 東京都千代田区
防府工場 山口県防府市
三次事業所 広島県三次市
マツダＲ&Ｄセンター横浜 横浜市神奈川区

②　子会社及び関連会社
「⑼②重要な子会社の状況」及び「⑼③
重要な関連会社の状況」に記載のとおり
です。

⑻　従業員の状況（平成28年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

46,398名 2,363名増
（注）従業員数は就業人員数を記載しています。

②　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 令 平均勤続年数
20,849名 358名増 40.5才 16.0年

（注）１．従業員数は就業人員数を記載しています。
２．上記は臨時従業員等2,044名を含んでいま

せん。

⑼　重要な親会社及び子会社の状況（平成28年３月31日現在）
①　重要な親会社の状況

　該当事項はありません。

－ 20 －
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②　重要な子会社の状況
会　　　社　　　名 所在地 資本金又は出資金 出資比率 主要な事業内容

％
マ ツ ダ モ ー タ ー オ ブ ア メ リ カ ,  I n c . 米国 240,000 千米ドル 100.0 自動車及び部品の販売
マ ツ ダ カ ナ ダ ,  I n c . カナダ 111,000 千加ドル 100.0 自動車及び部品の販売
マツダモトールマヌファクトゥリングデメヒコS.A. de C.V. メキシコ 6,541,595 千メキシコ・ペソ 70.0 自 動 車 の 製 造 販 売
マ ツ ダ モ ー タ ー ヨ ー ロ ッ パ G m b H ドイツ 26 千ユーロ ※100.0 欧 州 市 場 の 事 業 統 括
マツダモーターロジスティクスヨーロッパN.V. ベルギー 71,950 千ユーロ 100.0 自動車及び部品の販売
マ ツ ダ モ ー タ ー ス ( ド イ ツ ラ ン ド ) G m b H ドイツ 17,895 千ユーロ ※100.0 自動車及び部品の販売
マ ツ ダ モ ー タ ー ス U K  L t d . 英国 4,000 千ポンド ※100.0 自動車及び部品の販売
マ ツ ダ モ ー タ ー ロ シ ア ，  O O O ロシア 313,786 千ルーブル 100.0 自動車及び部品の販売
マ ツ ダ オ ー ス ト ラ リ ア P t y . L t d . オーストラリア 31,000 千豪ドル 100.0 自動車及び部品の販売
マ ツ ダ ( 中 国 ) 企 業 管 理 有 限 公 司 中国 78,290 千中国元 100.0 中 国 市 場 の 事 業 統 括
マ ツ ダ セ ー ル ス ( タ イ ラ ン ド ) C o . ,  L t d . タイ 575,000 千タイ・バーツ 96.1 自動車及び部品の販売
マツダパワートレインマニュファクチャリング(タイランド)Co., Ltd. タイ 6,566,973 千タイ・バーツ 100.0 自動車部品の製造販売
株 式 会 社 関 東 マ ツ ダ 東京都板橋区 3,022 百万円 100.0 自動車及び部品の販売
東 海 マ ツ ダ 販 売 株 式 会 社 名古屋市瑞穂区 2,110 百万円 100.0 自動車及び部品の販売
株 式 会 社 関 西 マ ツ ダ 大阪市浪速区 950 百万円 100.0 自動車及び部品の販売
株 式 会 社 九 州 マ ツ ダ 福岡市博多区 826 百万円 100.0 自動車及び部品の販売
株 式 会 社 マ ツ ダ オ ー ト ザ ム 広島県安芸郡府中町 1,725 百万円 100.0 自動車及び部品の販売
マ ツ ダ パ ー ツ 株 式 会 社 広島市東区 1,018 百万円 100.0 自 動 車 部 品 の 販 売
倉 敷 化 工 株 式 会 社 岡山県倉敷市 310 百万円 75.0 自動車部品の製造販売
マ ツ ダ ロ ジ ス テ ィ ク ス 株 式 会 社 広島市南区 490 百万円 100.0 自動車及び部品の運送
マ ツ ダ 中 販 株 式 会 社 広島市南区 1,500 百万円 100.0 中 古 自 動 車 の 販 売
マ ツ ダ モ ー タ ー イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル 株 式 会 社 広島県安芸郡府中町 115 百万円 100.0 自 動 車 の 販 売

（注）１．※は、間接所有を含む比率を表示しています。
２．当社の連結子会社は58社です。

③　重要な関連会社の状況
会　　　社　　　名 所在地 資本金又は出資金 出資比率 主要な事業内容

％
オートアライアンス(タイランド)Co . ,　L td . タイ 8,435,000 千タイ・バーツ 50.0 自 動 車 の 製 造 販 売
長 安 マ ツ ダ 汽 車 有 限 公 司 中国 697,849 千中国元 50.0 自 動 車 の 製 造 販 売
長 安 フ ォ ー ド マ ツ ダ エ ン ジ ン 有 限 公 司 中国 1,573,469 千中国元 25.0 自動車部品の製造販売
一 汽 マ ツ ダ 汽 車 販 売 有 限 公 司 中国 125,000 千中国元 40.0 自動車及び部品の販売
マ ツ ダ ソ ラ ー ズ マ ヌ フ ァ ク ト ゥ リ ン グ ル ー ス L L C ロシア 1,500,000 千ルーブル 50.0 自 動 車 の 製 造 販 売
ト ー ヨ ー エ イ テ ッ ク 株 式 会 社 広島市南区 3,000 百万円 30.0 工 作 機 械 の 製 造 販 売
S M M オ ー ト フ ァ イ ナ ン ス 株 式 会 社 大阪市中央区 7,700 百万円 49.0 自 動 車 の 販 売 金 融

（注）当社の持分法適用会社は13社です。
－ 21 －
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⑽　主要な借入先（平成28年３月31日現在）
借　　　入　　　先 借　入　金　残　高

百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 123,363
株 式 会 社 国 際 協 力 銀 行 54,758
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 43,921
株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 37,180
株 式 会 社 広 島 銀 行 28,512
株 式 会 社 山 口 銀 行 24,944
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 23,305
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 15,154
株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 10,350
株 式 会 社 も み じ 銀 行 10,050

⑾　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　当社は、昭和54年、フォード モーター カンパニーとの間にグローバルなパートナーシップを構築
し、その後も、両社は提携関係を一層発展、強化させてきました。平成８年には、提携関係を一段と
強化する旨合意し、同社は当社の発行済株式総数の33.4％を所有しておりました。その後、同社によ
る当社株式の売却が段階的に行われ、現在、同社は当社株式を保有しておりません。しかしながら、
当社と同社は戦略的提携関係を継続することで合意しており、今後も主要な合弁事業など、双方がメ
リットを得られる分野で協力していきます。
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２．会社の株式に関する事項（平成28年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 1,200,000,000株

⑵　発行済株式総数 599,875,479株

⑶　株主数 158,602名
(前期末比8,216名増加)

⑷　大株主
株　　　　主　　　　名 持　株　数 持株比率

千株 ％
日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 40,688 6.8
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 30,172 5.0
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 12,857 2.2
ザ バ ン ク  オ ブ  ニ ユ ー ヨ ー ク  メ ロ ン  エ ス エ ー エ ヌ ブ イ  1 0 11,579 1.9
ステート ストリート バンク ウェスト クライアント トリーティー 505234 8,071 1.4
日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 7 ） 8,004 1.3
ザバンク オブ ニユーヨーク ノントリーテイー ジヤスデツク アカウント 7,470 1.2
Ｃ Ｂ Ｎ Ｙ ‐ Ｇ Ｏ Ｖ Ｅ Ｒ Ｎ Ｍ Ｅ Ｎ Ｔ  Ｏ Ｆ  Ｎ Ｏ Ｒ Ｗ Ａ Ｙ 6,765 1.1
チ ェ ー ス  マ ン ハ ッ タ ン  バ ン ク  ジ ー テ ィ ー エ ス  ク ラ イ ア ン ツ  ア カ ウ ン ト  エ ス ク ロ ウ 6,672 1.1
三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 6,496 1.1

（注）持株比率は自己株式2,051,153株を控除して計算しています。

３．会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役（平成28年３月31日現在）
地　　　位 氏　　　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 金 井 誠 太 公益財団法人マツダ財団 理事長

代 表 取 締 役 小 飼 雅 道 社長兼CEO（最高経営責任者）

代 表 取 締 役 丸 本 　 明 副社長執行役員
社長補佐、米州事業・企画領域統括

取 締 役 原 田 裕 司 専務執行役員
第二法人販売・財務統括、CSR・環境・グローバル広報担当

取 締 役 中 峯 勇 二 専務執行役員
欧州・豪亜・中ア・新興国事業統括

取 締 役 稲 本 信 秀
専務執行役員

中国事業・国内営業・第一法人販売統括、グローバル監査担当
マツダ（中国）企業管理有限公司 董事長

取 締 役 坂 井 一 郎 弁護士

＊取 締 役 城 納 一 昭 広島県農業協同組合中央会 顧問

監査役(常勤) 栃 尾 信 義

監査役(常勤) 河 村 裕 章

監 査 役 赤 岡 　 功 学校法人名古屋石田学園 理事兼副学園長兼星城大学学長

監 査 役 平 澤 正 英 株式会社ロイヤルホテル 代表取締役会長
朝日放送株式会社 社外監査役

監 査 役 堀 田 隆 夫 日本証券金融株式会社 代表取締役副会長

（注）１．取締役 坂井一郎及び城納一昭は社外取締役であり、当社は、両氏を東京証券取引所に独立役員として届
け出ております。

２．監査役 赤岡　功、平澤正英及び堀田隆夫は社外監査役であり、当社は、各氏を東京証券取引所に独立役
員として届け出ております。

３．監査役 栃尾信義、赤岡　功、平澤正英及び堀田隆夫は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度
の知見を有しております。

⑴ 監査役 栃尾信義は、当社財務本部長として財務・経理部門を統括した職務経験があります。
⑵ 監査役 赤岡　功は、経営学専攻の大学教員として京都大学経済学部教授、同大学副学長、県立広島大学

理事長兼学長を歴任しています。
⑶ 監査役 平澤正英は、株式会社三井住友銀行副頭取兼副頭取執行役員及び同行監査役（非常勤）並びに株

式会社三井住友フィナンシャルグループ常任監査役を歴任しています。
⑷ 監査役 堀田隆夫は、大蔵省などにおいて要職を歴任し、日本たばこ産業株式会社代表取締役副社長、大

阪証券金融株式会社代表取締役社長を歴任しています。
４．＊印は平成27年６月23日開催の第149回定時株主総会で新たに選任され就任した取締役です。
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５．当事業年度中及び終了後の取締役の重要な兼職の異動は次のとおりです。
⑴ 取締役 中峯勇二は、平成27年９月１日付で、マツダ・サウス・イースト・アジア,Ltd.社長を退任して

います。
⑵ 取締役 稲本信秀は、平成28年４月１日付で、マツダ（中国）企業管理有限公司董事長を退任しています。
⑶ 取締役 坂井一郎は、平成28年２月26日付で、キユーピー株式会社の社外取締役を退任しています。

６．当社とキユーピー株式会社、広島県農業協同組合中央会、学校法人名古屋石田学園、株式会社ロイヤル
ホテル、朝日放送株式会社及び日本証券金融株式会社との間に重要な取引その他の関係はありません。

７．当事業年度中に退任した取締役は次のとおりです。
氏　　　名 退　任　日 退任事由 退任時の地位・担当及び重要な兼職の状況

黒 沢 幸 治 平成27年6月23日 任期満了
取締役
専務執行役員
　秘書・総務・法務統括、グローバル監査・病院担当

牟 田 泰 三 平成27年6月23日 任期満了 取締役

８．平成28年4月1日付で取締役の担当が次のとおり変更となりました。
地　　　位 氏　　　名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 原 田 裕 司 専務執行役員
　財務統括、法人販売統括補佐、CSR・環境・グローバル広報担当

取 締 役 稲 本 信 秀 専務執行役員
　中国事業・国内営業・法人販売統括、グローバル監査担当

⑵　当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額
区　　　分 人　　　員 支　給　額

取　　締　　役 10名 448百万円
監　　査　　役 5 109

計(うち社外役員) 15(6) 557(65)
（注）１．上記には、平成27年６月23日開催の第149回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名を含

んでいます。
２．取締役の報酬限度額は、平成19年６月26日開催の第141回定時株主総会において年額1,200百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいています。なお、上記10名の取締役は使用人兼
務取締役ではありません。

３．監査役の報酬限度額は、平成19年６月26日開催の第141回定時株主総会において年額240百万円以内と
決議いただいています。

４．上記のほか、当社は、平成19年６月26日開催の第141回定時株主総会の決議により取締役及び監査役の
退職慰労金制度を廃止しており、同決議に基づき、当事業年度中の退任取締役１名に対し、退職慰労金
20百万円（第141回定時株主総会終結の時までの監査役在任期間分）を支給しています。
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⑶　社外役員に関する事項
区分・氏名 出席状況 主な活動状況

取締役
坂 井 一 郎

 取締役会
　15回中15回出席

法律専門家としての豊富な経験を活かした助言・提言を行うとともに、経
営に関する重要事項の審議に際して独立した立場から活発に意見を述
べ、取締役会の意思決定に参画することにより、業務執行に対する取締役
会の監督機能の一層の強化及び経営の透明性の更なる向上に貢献してい
ます。

取締役
城 納 一 昭

 取締役会
　12回中12回出席

副知事として地方行政の執行に携わった豊富な経験を活かした助言・提言
を行うとともに、経営に関する重要事項の審議に際して独立した立場から
活発に意見を述べ、取締役会の意思決定に参画することにより、業務執行
に対する取締役会の監督機能の一層の強化及び経営の透明性の更なる向
上に貢献しています。

監査役
赤 岡 　 功

 取締役会
　15回中14回出席
 監査役会
　16回中15回出席

主として大学経営者としての経験及び経営学の専門的な見地から、議案及
び報告事項に対し適宜質問し、意見又は監査上の所感を述べています。
監査役会の場において、常勤監査役から監査の実施状況及び結果の報告を
受け、外部の視点から意見を述べ、活発な意見交換を行うとともに、取締
役・執行役員の職務の執行状況の聴取などを行っています。

監査役
平 澤 正 英

 取締役会
　15回中13回出席
 監査役会
　16回中14回出席

主として経営的な見地から、議案及び報告事項に対し適宜質問し、意見又
は監査上の所感を述べています。
監査役会の場において、常勤監査役から監査の実施状況及び結果の報告を
受け、外部の視点から意見を述べ、活発な意見交換を行うとともに、取締
役・執行役員の職務の執行状況の聴取などを行っています。

監査役
堀 田 隆 夫

 取締役会
　15回中15回出席
 監査役会
　16回中16回出席

主として経営的な見地から、議案及び報告事項に対し適宜質問し、意見又
は監査上の所感を述べています。
監査役会の場において、常勤監査役から監査の実施状況及び結果の報告を
受け、外部の視点から意見を述べ、活発な意見交換を行うとともに、取締
役・執行役員の職務の執行状況の聴取などを行っています。

（注）１．取締役 城納一昭については、平成27年6月23日の就任後の出席状況を記載しています。
２．上記のほか、社外役員は、代表取締役との会合、当社主催の行事への出席などを行うとともに、全従業

員向けのウェブサイトに社外の視点・幅広い識見から執筆した所感を掲載するなど、積極的な活動を行
っています。また、それぞれ当社ガバナンスの充実強化のための所感を適宜述べています。

３．当社と社外役員とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限
定する契約を締結しており、同法第425条第１項に定める額を責任の限度としています。

本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を四捨五入しています。また、株式数については、表
示単位未満の端数を切り捨てています。
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連結貸借対照表 (平成28年３月31日現在)
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

流 動 資 産 1,393,707 流 動 負 債 1,006,470
現 金 及 び 預 金 457,655 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 374,637
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 198,894 短 期 借 入 金 117,143
有 価 証 券 141,200 １ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 350
た な 卸 資 産 383,515 １年内返済予定の長期借入金 140,798
繰 延 税 金 資 産 105,653 リ ー ス 債 務 1,896
そ の 他 107,471 未 払 法 人 税 等 31,784
貸 倒 引 当 金 △681 未 払 金 35,360

固 定 資 産 1,154,694 未 払 費 用 168,799
有 形 固 定 資 産 937,520 製 品 保 証 引 当 金 104,723

建 物 及 び 構 築 物 175,073 そ の 他 30,980
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 248,455 固 定 負 債 565,208
工 具 、 器 具 及 び 備 品 63,931 社 債 20,000
土 地 410,195 長 期 借 入 金 333,661
リ ー ス 資 産 4,686 リ ー ス 債 務 3,284
建 設 仮 勘 定 35,180 再評価に係る繰延税金負債 64,719

無 形 固 定 資 産 30,738 関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 7,326
ソ フ ト ウ エ ア 28,617 環 境 対 策 引 当 金 677
そ の 他 2,121 退 職 給 付 に 係 る 負 債 85,916

投 資 そ の 他 の 資 産 186,436 そ の 他 49,625
投 資 有 価 証 券 136,063 負 債 合 計 1,571,678
長 期 貸 付 金 4,309 純 資 産 の 部
退 職 給 付 に 係 る 資 産 2,887 百万円
繰 延 税 金 資 産 22,256 株 主 資 本 867,378
そ の 他 23,870 資 本 金 258,957
貸 倒 引 当 金 △2,949 資 本 剰 余 金 243,048

利 益 剰 余 金 367,601
自 己 株 式 △2,228

その他の包括利益累計額 86,638
その他有価証券評価差額金 3,721
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △600
土 地 再 評 価 差 額 金 145,952
為 替 換 算 調 整 勘 定 △36,877
退職給付に係る調整累計額 △25,558

非 支 配 株 主 持 分 22,707
純 資 産 合 計 976,723

資 産 合 計 2,548,401 負 債 純 資 産 合 計 2,548,401
　記載金額は百万円未満の端数を四捨五入しております。
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連結損益計算書 (平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)
科 目 金 額

百万円

売 上 高 3,406,603
売 上 原 価 2,567,465

売 上 総 利 益 839,138
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 612,363

営 業 利 益 226,775
営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金 4,347
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 21,988
そ の 他 5,609 31,944

営 業 外 費 用
支 払 利 息 12,859
債 権 売 却 損 1,814
為 替 差 損 16,026
そ の 他 4,457 35,156
経 常 利 益 223,563

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 277
投 資 有 価 証 券 売 却 益 211
そ の 他 172 660

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 6,146
減 損 損 失 1,165
製 品 保 証 引 当 金 繰 入 額 40,708
関 係 会 社 事 業 損 失 1,971
関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額 6,909
そ の 他 338 57,237

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 166,986
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 50,687
法 人 税 等 調 整 額 △21,004 29,683
当 期 純 利 益 137,303
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,884
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 134,419

　記載金額は百万円未満の端数を四捨五入しております。
－ 28 －
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貸 借 対 照 表 (平成28年３月31日現在)
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

流 動 資 産 1,064,055 流 動 負 債 669,840
現 金 及 び 預 金 307,905 支 払 手 形 54
売 掛 金 261,276 買 掛 金 298,867
有 価 証 券 141,200 １年内返済予定の長期借入金 122,372
商 品 及 び 製 品 62,614 リ ー ス 債 務 1,349
仕 掛 品 84,761 未 払 金 18,521
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 4,929 未 払 費 用 65,626
前 払 費 用 1,834 未 払 法 人 税 等 25,099
繰 延 税 金 資 産 60,709 前 受 金 636
未 収 入 金 64,013 前 受 収 益 290
短 期 貸 付 金 43,069 預 り 金 30,215
そ の 他 31,872 製 品 保 証 引 当 金 104,723
貸 倒 引 当 金 △127 為 替 予 約 2,088

固 定 資 産 887,402 固 定 負 債 399,276
有 形 固 定 資 産 597,423 社 債 20,000
建 物 82,262 長 期 借 入 金 223,307
構 築 物 13,368 リ ー ス 債 務 2,615
機 械 及 び 装 置 160,341 再評価に係る繰延税金負債 64,719
車 両 運 搬 具 2,323 退 職 給 付 引 当 金 33,822
工 具 、 器 具 及 び 備 品 22,917 関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 39,609
土 地 284,290 環 境 対 策 引 当 金 638
リ ー ス 資 産 3,592 長 期 預 り 保 証 金 3,937
建 設 仮 勘 定 28,330 資 産 除 去 債 務 6,300

無 形 固 定 資 産 21,305 そ の 他 4,329
ソ フ ト ウ エ ア 21,300 負 債 合 計 1,069,116
リ ー ス 資 産 5 純 資 産 の 部

投 資 そ の 他 の 資 産 268,674 百万円
投 資 有 価 証 券 7,447 株 主 資 本 733,798
関 係 会 社 株 式 194,280 資 本 金 258,957
出 資 金 3 資 本 剰 余 金 242,650
関 係 会 社 出 資 金 34,234 資 本 準 備 金 168,847
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 14,170 そ の 他 資 本 剰 余 金 73,803
長 期 前 払 費 用 6,258 利 益 剰 余 金 234,414
繰 延 税 金 資 産 10,469 そ の 他 利 益 剰 余 金 234,414
そ の 他 4,096 繰 越 利 益 剰 余 金 234,414
貸 倒 引 当 金 △2,283 自 己 株 式 △2,223

評 価 ・ 換 算 差 額 等 148,543
その他有価証券評価差額金 3,025
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △434
土 地 再 評 価 差 額 金 145,952

純 資 産 合 計 882,341
資 産 合 計 1,951,457 負 債 純 資 産 合 計 1,951,457

　記載金額は百万円未満の端数を四捨五入しております。

－ 29 －
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損 益 計 算 書 (平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)
科 目 金 額

百万円

売 上 高 2,606,527
売 上 原 価 2,157,676

売 上 総 利 益 448,851
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 312,507

営 業 利 益 136,344
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,665
有 価 証 券 利 息 289
受 取 配 当 金 23,359
受 取 賃 貸 料 4,573
そ の 他 1,127 31,013

営 業 外 費 用
支 払 利 息 7,371
社 債 利 息 203
為 替 差 損 8,684
そ の 他 3,014 19,272
経 常 利 益 148,085

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 244
投 資 有 価 証 券 売 却 益 45
関 係 会 社 株 式 売 却 益 1
投 資 損 失 引 当 金 戻 入 額 1 291

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 166
固 定 資 産 除 却 損 4,387
減 損 損 失 772
製 品 保 証 引 当 金 繰 入 額 40,708
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 552
関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額 2,076 48,661

税 引 前 当 期 純 利 益 99,715
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 28,554
法 人 税 等 調 整 額 △29,465 △911
当 期 純 利 益 100,626

　記載金額は百万円未満の端数を四捨五入しております。
－ 30 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成28年５月12日

マ ツ ダ 株 式 会 社
　　取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 松 原 　 浩 平 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 永 　 田 　 　 篤 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、マツダ株式会社の平成27年４月１日から平成28年
３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証
を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作
成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、マツダ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

－ 31 －

連結会計監査報告
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成28年５月12日

マ ツ ダ 株 式 会 社
　　取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 松 原 　 浩 平 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 永 　 田 　 　 篤 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、マツダ株式会社の平成27年４月１日から平成
28年３月31日までの第150期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその
附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて
いる。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

－ 32 －
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監査役会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第150期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴ 監査役会は、当期の監査の方針、活動計画、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。

⑵ 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方針、活動計画、職務の分担等
に従い、取締役、執行役員、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役、執行役員及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等
と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決
議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役、執行役員及び使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

－ 33 －
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③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年５月12日

マツダ株式会社　監査役会
監査役（常勤） 栃 尾 信 義 ㊞
監査役（常勤） 河 村 裕 章 ㊞
監 査 役 赤 岡 　 功 ㊞
監 査 役 平 澤 正 英 ㊞
監 査 役 堀 田 隆 夫 ㊞

　(注)　監査役　赤岡　功、監査役　平澤正英及び監査役　堀田隆夫は、会社法第２条第16号及び第335条第
３項に定める社外監査役であります。

以　上

－ 34 －

監査役会の監査報告
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株主総会会場ご案内図

会 場 当社本店講堂 広島県安芸郡府中町新地３番１号 電話（082）282-1111（代表）

至新山口 山陽新幹線

山陽本線

至岡山

新大州橋

仁保橋

国道２号線

大州
出口

東雲
出口

猿猴川

猿
猴
川

広
島
高
速
２
号
線

至
岡
山

向
洋
駅

天神川駅広島駅

（株主総会受付）
当社本店　１階ショールーム

交番 向
洋
駅

マ
ツ
ダ
病
院

南
口

北
口

横断歩道

受付

交通機関のご案内　駐車台数に限りがございますので、できるだけ公共交通機関をご利用ください。

【ＪＲ】「
むかいなだ

向 洋駅」にて下車、南口から徒歩約４分
※広島駅から山陽本線又は呉線の上り各駅停車に乗車、乗車時間約６分

【路線バス】「
むかいなだ

向 洋駅前（マツダ本社前）」から徒歩約２分
※広島駅南口11、12番バス乗り場から向洋駅前（マツダ本社前）経由に乗車、乗車時間約15分

マツダミュージアム見学会開催のご案内
株主総会終了後、引き続きご出席の株主様を対象にマツダミュージアムの見学会（約２時間を予定）を開催いた
します。ご希望の株主様は、当日、１階ショールーム受付にお申し出ください。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図




